
令和６年度事業報告 

 

１ 法定検査事業（公益目的事業１） 

(1) 法定検査事業  

1) 法定検査の推進 

【事業計画】 

① 令和６年度の検査計画基数は７条検査を５,０００基、１１条検査を１71,０００基とし、

受検率を６１％程度に設定する。 

② 法定検査の結果、不具合が認められる浄化槽（保守点検業者等に情報提供を行

う対応レベル０）については、保守点検業者等に適切な改善策を提案し、早期改

善を図るとともに、引き続き改善策についての調査研究を行い、改善率の向上に

努める。 

③ 検査結果の判断基準の統一や精度管理の徹底により、法定検査の信頼性の向上

を図る。 

④ 退職者補充も含め検査員・指定採水員を８名採用する。 

 

【結果報告】 

① 法定検査の実施基数は７条検査（使用開始検査）が５，０４３基（達成率     

１００．９％）、１１条検査（定期検査）が１５９，０４６基（達成率９３．０％）となった。

受検率は、７条検査が９９．９％（令和５年度９９．９％）、１１条検査が５６．９％（令和

５年度５２．６％）となった。 

 

 （１）計画達成率 

 検査計画(目標)基数 検査実施基数 計画達成率 

７条検査 ５，０００基 ５，０４３基 １００．９％ 

１１条検査 １７１，０００基 １５９，０４６基 ９３．０％ 

 

（２）受検率 

 検査対象基数※ 検査実施基数 受検率 

７条検査 ５，０４６基 ５，０４３基 ９９．９％ 

１１条検査 ２７９，７２９基 １５９，０４６基 ５６．９％ 

７条検査時期未到来の６，０９２基を除く 

 

（３）１１条検査の検査種別実施状況 

検査種別 検査目標基数 検査実施基数 実施率 

１１人槽以上 ２２，０００基 ２２，０２１基 １００．１％ 

１０人槽以下 

(効率化検査) 

基本検査 ７１，０００基 ６７，２２２基 ９４．７％ 

採水員検査 ７８，０００基 ６９，８０３基 ８９．５％ 

公益財団法人鹿児島県環境保全協会 



（４）１１条検査の検査未実施基数の主な理由 

検査計画基数 

（案内した基数） 
１６３，４５９基 

検査未実施基数 ４，４１３基 

未実施の

主な理由 

・未使用等 １，７７８基  

検査実施基数 １５９，０４６基 
・検査の延期 １，４２３基  

・廃止等 ５３５基  

 
・宛先不明等 ２０４基  

・検査拒否※ ４７３基  
※ 案内前に拒否があった１４９基を除く 

 

② 効率化検査は問題の認められる浄化槽（対応レベル０）の早期改善を目的とし

ていることから、対応レベル０となった２，１５６基（対象基数９４，９２６基※、発生率

２．３％）について保守点検業者等に情報提供を行い、１，５７４基（改善率７３．０％）

は改善が図られた。このうち、水質悪化の浄化槽１，３６２基については、原因究明

フロー等に基づき改善提案した。（※ 10人槽以下合併処理浄化槽の実施数） 

③ 毎月１回検査結果判定検討会を開催し、検査判定基準の統一を図るとともに、

検査員に判定の考え方や判断の目安を周知し、検査の精度向上に努めた。 

④ 計画に基づき検査補助員３名、嘱託採水員５名を採用した。また、今年度退職

者の補充及び令和７年度に向けた人員確保のため検査補助員１名、嘱託採水員 

４名を採用した。 

 

（参考）  問題が認められた場合に早期に改善する仕組みと対応レベル 

区 分 早期に改善する仕組み 発生基数 

対応レベル０ 

緊急度は高くないが，問題が認められた場合

で，指定検査機関から情報提供を行い，改善を

求める   

２，１５６基 

行政対応レベルⅠ※ 

【保守点検業者等へ情報提供後】 

改善が認められない場合、改善内容が不十分

な場合 

４２基 

行政対応レベルⅡ 

明らかな法令違反が認められるなど，重要度が

高く，行政対応が必要な場合（明らかな法令違

反） 

１，８５８基 

行政対応レベルⅢ 

生活環境等に著しい支障を及ぼし，緊急度及

び重要度が高く，早急な行政対応が必要な場

合（性能悪化） 

７５６基 

※ 行政対応レベルⅠ発生基数は対応レベル０発生基数の内数 

 

2) 検査員等の技術力向上 

【事業計画】 

検査員や指定採水員の技術力の向上等を図るため研修会の実施や各種講習会等 

に参加するとともに、業務改善を積極的に進める。 

 



【結果報告】 

① 職員研修会を、４月１日・２日に開催し、令和６年度の事業計画等の周知を図る

とともに、課題解決のための研究発表等を行った。また、８月９日及び１２月２６日

・２７日には、技術力や課題解決能力を高めることを目的に開催し、業務改善に関

する取組や検査員による調査研究結果等を共有した。 

② 浄化槽管理士を対象とした浄化槽維持管理技術研修会を９月６日に開催し、 

「レベル０対応後の次回検査時の状況」、「浄化槽に流入する物質の性状と影響」

等について検査企画課の職員が講師を務めた。 

③ ９月１２日・１３日に愛媛県松山市で開催された四国地区浄化槽指定検査機関協

議会の検査員研修会に職員４名が参加し、維持管理の向上や水質改善に関する技

術等について研修を受けた。 

④ １０月３０日・３１日に長崎市で開催された（公財）日本環境整備教育センター主

催の第３８回全国浄化槽技術研究集会に職員７名が参加するとともに、以下の研究

発表と情報提供を行った。 

⚫ 『流達率を考慮した浄化槽と集合処理施設の水質比較』【情報処理課・乾】 

⚫ 『特定既存単独処理浄化槽の転換に向けた鹿児島県の取組』【検査部・大町】  

⑤ １１月２２日に熊本県で開催された九州地区浄化槽指定検査機関協議会主催の検

査員研修会に職員１５名が参加し、検査に関する分科会に出席した。また、以下の

研究発表を行った。 

⚫ 『水質悪化浄化槽の原因究明フローについて』【検査企画課・坂下】  

 

（参考）        研修会の開催・出席状況 

開催日 研修会 対象者・出席者 

４月 １日 

２日 
第１回職員研修会 全職員 

８月 ９日 第２回職員研修会 全職員 

９月 ６日 維持管理技術研修会 浄化槽管理士 

９月１２日 

１３日 
四国地区検査員研修会 検査員４名 

１０月３０日 

３１日 
第３８回全国浄化槽技術研究集会 検査員７名 

１１月２２日 九州地区検査員研修会 検査員等１５名 

１２月２６日 

２７日 
第３回職員研修会 全職員 

 

3) 法定検査の啓発 

【事業計画】 

① 効率化検査制度については、リーフレットを活用し、浄化槽管理者に分かりやす

く説明するとともに、ホームページにも掲載し、啓発を図る。 



② 法定検査の必要性について、市町村広報誌等への掲載依頼やリーフレットの活用

により啓発を行うとともに、保守点検業者等と連携し維持管理の重要性等につい

ても啓発を図る。 

 

【結果報告】 

① 検査時にリーフレットを活用し、効率化検査制度について説明を行うとともに、

ホームページに効率化検査Ｑ＆Ａを掲載し、啓発を図った。 

② 法定検査の必要性や浄化槽の公共的機能について、県と連携して市町村等の行政

関係者に対して広報誌等への掲載を依頼するとともに、保守点検業者の協力を得

ながら周知・徹底を図った。 

 

          市町村広報誌への掲載状況 

市町村名 掲載月 市町村名 掲載月 市町村名 掲載月 

鹿児島市（衛生連）  １月 姶良市  ９月 中種子町  ７月 

指宿市  ５月 霧島市  ７月 南種子町 １０月 

枕崎市  ９月 湧水町  ６月 屋久島町  ６月 

南九州市  ６月 曽於市 １０月 瀬戸内町  ５月 

いちき串木野市  ６月 志布志市  ７月 喜界町  ６月 

日置市  ４月 大崎町  ７月 天城町  ７月  

薩摩川内市  ７月 鹿屋市  ７月 伊仙町  ７月 

さつま町  ９月 垂水市 １０月 知名町  ６月 

出水市  ７月 東串良町  ７月 与論町  ５月 

阿久根市  ５月 肝付町  ７月 

合計 ３３市町 長島町  ４月 南大隅町  ５月 

伊佐市  ７月 西之表市  ５月 

     広報誌以外に旬報や回覧板への掲載あり 

 

4) 不適正浄化槽の改善及び検査拒否者対策の推進 

【事業計画】 

① 検査の結果、不適正と判定された浄化槽の原因究明や不具合状況の所見の明確化

等に努め、迅速に改善されるよう浄化槽関係業者（浄化槽メーカー、工事業者、

保守点検業者及び清掃業者）との連携を図る。 

② 鹿児島県浄化槽指導監督要領に基づき、行政に対して不適正浄化槽の原因や受

検拒否の状況について具体的な報告を行う。 

③ 行政と連携して特定既存単独処理浄化槽の除却等、不適正浄化槽の改善や継続

した受検拒否者対策に取り組む。 

 



【結果報告】 

① 不適正と判定した浄化槽の原因究明や所見の明確化等に努め、関係する業者へ 

情報提供し、早期改善に向けて連携を図った。 

② 鹿児島県浄化槽指導監督要領に基づき、行政指導が必要であると判断した不適 

正浄化槽（行政対応レベルⅠ・Ⅱ・Ⅲ）２，６５６基について行政へ報告した。 

③ 不適正浄化槽のうち、特定既存単独処理浄化槽に該当すると判断した４６４基につ

いては、その旨を付記して行政へ報告した。また、受検拒否６２２件を行政に報告し

た。 

 

（参考）      特定既存単独処理浄化槽に対する措置 

そのまま放置すれば生活環境の保全及び公衆衛生上重大な支障が生ずるおそれがある

と認められる既存の単独処理浄化槽であり、都道府県知事が除却その他の措置をとる

よう助言又は指導、勧告及び命令を行うことができる。 

 

5) 浄化槽台帳の整備 

【事業計画】 

 保守点検業者や行政と連携して電子申請等による浄化槽台帳への追加と更新を

随時行い、精度の高い浄化槽台帳の整備を図る。 

 

【結果報告】 

① 浄化槽台帳整備の結果、浄化槽設置基数は３２７，５７３基で、このうち稼働中の浄

化槽（未使用、休止届けを除く）は２９０，８６７基となった。また、保守点検業者が点

検中（無管理、自己管理を除く）の基数が２８８，５１０基で２８２，９５８基が突合済みで

ある。（突合率９８.１％） 

未突合分については、引き続き突合作業を進めるとともに、突合済みについて 

も検査員が検査時に再確認を行い、突合精度の向上を図っている。   

② 浄化槽情報共有システムを活用した保守点検業者からの電子申請による各種届

出は年間１４，８７７件で、行政による電子決裁を経て浄化槽台帳の更新を行ってい

る。 

              令和６年度 電子申請件数 

台帳整備項目 電子申請件数 

浄化槽使用開始報告書 ３，８１６ 

浄化槽管理者変更報告書 ４，０３０ 

浄化槽技術管理者変更報告書 １１ 

浄化槽使用休止届出書 ４，１６０ 

浄化槽使用再開届出書 １，３７３ 

浄化槽廃止届出書 １，２８５ 

契約解除等の報告 ２０２ 

合計 １４，８７７ 



6) 浄化槽情報共有システムなどの整備 

【事業計画】 

① 情報共有システムについては、保守点検業者及び行政からの要望に応じて操作性

の向上と機能を充実させるため、県と協議しながら整備を図る。 

② 保守点検業者向けの維持管理システムについては、サポート体制の維持及びセキ

ュリティの強化等を図るため、改良版の開発に着手する。 

③ 法定検査業務の効率化のために導入している検査支援システムの改修を適宜行

う。 

④ 電子決裁システムの運用を開始し、業務の効率化とペーパーレス化を推進する。 

⑤ システム維持に係るコスト軽減や災害時対応等を踏まえ、クラウドサーバーの利

用について検討するとともに、引き続きランサムウェアの感染防止等セキュリテ

ィ対策の強化を図る。 

 

【結果報告】 

① 情報共有システムについては、保守点検業者や行政からの申請の方法や受理の方

法に関する問い合わせも少なくなり、問題なく運用されている。 

② 維持管理システムについて、委託先の（株）ＷＩＳＨシステムコンサルティングか

ら経営上の理由により開発を断念したいとの申し入れがあった。 

開発の進捗状況等を検討した結果、同社による開発の見込みが立たないことから

契約の破棄を受け入れ、同社に対し損害賠償請求を検討するとともに、再度、委託

先を選定し直すこととした。（１８ページ参照） 

③ 検査業務の効率化のため導入した検査支援システムについては、操作性などの機

能向上を適宜図るとともに、現地検査票の電子化に向けた検討を進めている。 

④ 電子決裁システムの本格運用を開始し、決裁業務の効率化及びペーパーレス化を

図った。 

⑤ システム維持に係るコスト等を検討した結果、自社サーバーを導入することと

し、ソフトウェア及びデータベースのバックアップ体制を強化することで災害発生

時におけるシステムの運用継続を図る。    

   

7) 未収金回収の徹底 

【事業計画】 

① 検査手数料については、令和８年度からの非現金化に向けアプリ決済や口座振替

等による納入方法の周知に務め、回収率の向上と収納事務の効率化を図る。 

② 未収金については、再請求や弁護士事務所への委任時期の見直しを行い、早期回

収に努める。 

 

【結果報告】 

① 未収金については、検査実施の３か月後に再請求を行うとともに、６か月経過 



しても支払われていない浄化槽管理者に対しては、電話による催促や要望に応じて

訪問集金を実施した。 

② 検査実施後、督促状送付や訪問集金を行っても入金されず４年を経過した未収 

金については、弁護士事務所に６６２件１０，６８０，０００円の回収を委任し、      

３，３３７，０００円を回収した。（回収率３１．２％） 

 

        弁護士による回収状況 

６年度 委任件数 委任金額 回収金額 回収率 

４月 ３４件 ３７４，０００円 ２５６，０００円 ６８．４％ 

５月 ２９件 ３５１，０００円 １３２，５００円 ５３．６％ 

６月 ４７件 ６８３，０００円 ２３７，５００円 ４４．５％ 

７月 ３０件 ４８９，０００円 １４７，０００円 ４０．７％ 

８月 ３９件 ７２５，０００円 ２４４，０００円 ３８．８％ 

９月 ６３件 １，０１９，０００円 １６８，０００円 ３２．５％ 

１０月 ９５件 １，７７０，０００円 ４６２，０００円 ３０．４％ 

１１月 １１０件 ２，２４１，０００円 ４２６，０００円 ２７．１％ 

１２月 ８３件 １，４９１，０００円 ５００，０００円 ２８．１％ 

１月 ３５件 ４３１，０００円 ２６６，０００円 ２９．７％ 

２月 ４７件 ５１３，０００円 ２３０，０００円 ３０．４％ 

３月 ５０件 ５９３，０００円 ２６８，０００円 ３１．２％ 

計 ６６２件 １０，６８０，０００円 ３，３３７，０００円 ３１．２％ 

 

8) 将来計画の検討 

【事業計画】 

① １０人槽以下の効率化検査については、令和６年度から第２期（検査頻度が４年

間で３回）となることから公平性を考慮した検査対象浄化槽の抽出を行う。 

② 第２期以降の受検率向上を目指し、検査員・指定採水員の採用については、検

査対象基数の動向等を踏まえ計画的に実施する。 

③ 職員の育成や働き易い職場環境に重点を置いた組織体制を構築するため、駐在

事務所の在り方や配置先について再考し、業務運営の健全化を考慮した将来計画

を検討する。 

④ 検査基数の増加に伴うＢＯＤ分析装置の購入計画と分析室の受入体制を整備し、

災害時対応等を踏まえた外部への委託数について検討する。 

⑤ 引き続き、検査結果書等の発行物全体の必要性及び様式を見直し、環境に配慮

した製品を導入する。 

 

【結果報告】 

① 浄化槽台帳の整備により判明した未検査浄化槽について、検査の必要性等を丁寧

に説明した封書を送付し、検査を実施することで不公平感の解消を図った。 



② 採用した職員（嘱託職員含む）に対し、指定採水員指定講習会を随時開催し、  

６名が採水員検査を開始した。 

③ 今後の受検率向上に伴い必要となる検査員数、採水員数を地区ごとに算出し、駐

在事務所の在り方や配置先について検討を進めている。 

④ 検査基数の増加に伴うＢＯＤの分析体制及び外部委託数の検討を進めている。 

⑤ ペーパーレス化及び郵便料金のコスト低減を図るため、検査案内ハガキ、検査結

果書等の電子化について検討を進めている。 

 

(2) 生活排水調査等の推進 

【事業計画】 

法定検査等により蓄積したデータを生かし、市町村等からの水質調査等の依頼に対

応する。 

 

【結果報告】 

市町村等に浄化槽の普及に関する助言等を行うとともに、生活排水に関する環境

調査事業等を受託している。 

 

               助言、受託等の件数 

内    容 受託数（件） 

 浄化槽の保守点検の補完的水質分析     １６２ 

 市町村等からの水質分析        ４ 

浄化槽の台帳整備等に関する助言等    ３０ 

           総    計     １９６ 

 

受託金額 

予算額 受託金額 達成率 

１８，９００，０００円 ２０，０３５，７２６円 １０６％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２ 浄化槽普及啓発・適正化推進事業（公益目的事業２） 

(1) 浄化槽の普及啓発 

1) 浄化槽の普及促進及び啓発 

【事業計画】 

① 鹿児島県浄化槽推進市町村協議会と連携して、浄化槽の新規設置者に浄化槽

の適正な使用方法や保守点検・清掃、法定検査の重要性等を記載した「浄化槽

のしおり」や保存ファイルを配布し、浄化槽管理者の浄化槽に対する理解の促

進を図る。 

② 単独処理浄化槽・くみ取り槽から合併処理浄化槽への転換を促進するため、

市町村及び管理業会員と連携して、リーフレットを作成・配布し、転換の必要

性や市町村の補助事業等の周知を図る。 

③ 行政及び支部と協力して県内各地のイベント等に浄化槽コーナーを出展し、

生活排水処理の重要性や合併処理浄化槽の役割、維持管理の必要性等について

理解の促進を図る。 

④ 小・中学校等において、水環境の保全や生活排水対策の必要性、浄化槽の役

割等についての環境学習出前講座を実施し、未来を担う子どもたちの環境意識

の醸成に寄与するとともに、地域における浄化槽の認知度向上を図る。 

 

【結果報告】 

① 鹿児島県浄化槽推進市町村協議会と共同で、「浄化槽関係書類保存ファイル」

及び「浄化槽のしおり」を作成し、市町村を通じて浄化槽の新規設置者に配布

した。 

② 協会支部ごとの工事業会員の名簿や市町村の助成制度を掲載した合併処理

浄化槽への転換推進リーフレットを約１３万部作成し、管理業会員の協力を

得て１０月から１２月に単独処理浄化槽及び汲み取り世帯に配布して合併処

理浄化槽への転換推進を図った。 

③ 県内の３市町のふるさと祭り等に出展し、市町担当課及び協会支部会員と共

に合併処理浄化槽の普及活動を行った。 

市町村 イベント名 開催日 

大崎町 ふれあいフェスタ １１月２３日 

指宿市 産業まつり １２月７､８日 

薩摩川内市 次世代エネルギーフェア  ３月 １日 



④ 環境学習出前講座については、６校から要望があり実施した。 

学校名 実施日 参加者(人) 

阿久根市立脇本小学校 ６月２１日 ３１ 

錦江町立宿利原小学校 １０月１１日  ５ 

志布志市立森山小学校 １１月 １日  ９ 

薩摩川内市立川内小学校 ２月１４日 ４８ 

屋久島町立宮浦小学校 ３月 ４日 ３２ 

屋久島町立安房小学校 ３月 ４日 ２８ 

 

2) 浄化槽に関する情報の収集、提供 

【事業計画】 

① 県内の生活排水対策の現状や浄化槽整備に係る補助事業等をまとめた冊子

「かごしまの生活排水対策（令和６年度版）」を発行し、県、市町村及び浄化

槽関係業者に提供する。 

② 鹿児島県浄化槽推進市町村協議会とともに、会報誌「浄化槽かごしま」を定

期的に発行し、県、市町村及び浄化槽関係業者等に浄化槽に関する最新の情報

の提供や活動状況の発信を行う。 

③ ホームページを随時更新し、浄化槽の各種手続きや正しい使い方等の情報を

県民及び浄化槽関係業者等に提供する。 

 

【結果報告】 

① 「かごしまの生活排水対策（令和６年度版）」を、鹿児島県浄化槽推進市町

村協議会と共同で１月に発行し、県、市町村、会員及び関係団体等に、県内の

生活排水対策の現状や浄化槽整備に係る補助事業等について情報提供を行っ

た。 

② 会報誌「浄化槽かごしま」を、鹿児島県浄化槽推進市町村協議会と共同で３

回発行し、県、市町村、会員及び関係団体等に、協会の活動状況や設置整備事

業補助額等について情報提供を行った。 

 

 



号 発行月 主な内容 

第９４号 令和６年５月 「令和６年度事業計画」、「浄化槽整備事業の状況」など 

第９５号 令和６年９月 「県選出国会議員への要望」、「会員総会の開催」、など 

第９６号 令和７年１月 「県・市町村への要望」、「協会支部研修会の開催」など 

③ ホームページを随時更新し、浄化槽に関する最新の情報、浄化槽の正しい使

い方や各種手続き等を行政や県民、会員等に情報提供した。 

また、会員名簿を県民等が閲覧できるようホームページに新たに掲載した。 

 

(2) 浄化槽の適正化推進 

1) 浄化槽に関する講習会、研修会等の開催 

【事業計画】 

① 浄化槽設備士及び浄化槽管理士等を対象とした技術研修会を支部と協力して

開催し、関係業者の技術力の向上を図る。 

② 浄化槽設備士試験の受験予定者を対象とした浄化槽設備士試験準備講習会

を開催し、浄化槽設備士の養成に努め、浄化槽工事の適正化推進を図る。 

③ 浄化槽管理士を対象とした浄化槽維持管理技術研修会を開催するとともに、

保守点検業者の研修会に職員を派遣し、最新の浄化槽の維持管理技術や水質改

善手法等についての知識や技術の共有を図り、浄化槽維持管理の適正化推進を

図る。 

④ 浄化槽法及び浄化槽保守点検業者登録条例により、保守点検業者に所属する

浄化槽管理士に受講が義務付けられている浄化槽管理士研修会を県及び関係団

体と連携して開催し、新たな知識や技術の習得など浄化槽管理士の資質の向上

を図る。 

⑤ 日本環境整備教育センター主催の浄化槽管理士講習を開催し、浄化槽管理士

等の養成に努め、浄化槽維持管理の適正化の推進を図る。 

 

【結果報告】 

① 各支部で開催される浄化槽設備士及び浄化槽管理士等を対象とした技術研

修会に、職員を講師として派遣するなど、支部活動を支援し、会員の技術力向

上に取り組んだ。 

また、管理業会員が行う研修会に駐在検査員を派遣し、カットモデルや実地

による研修を行った。 



② 浄化槽設備士試験の受験予定者を対象とした浄化槽設備士試験受験準備講

習会を６月１７日・１８日の２日間開催し、２２名が受講した。 

このうち２０名が試験を受験し、４名が合格した。 

③ 浄化槽管理士を対象とした浄化槽維持管理技術研修会を９月６日に鹿児島

市で開催し、浄化槽管理士２３１名が参加した。水質悪化浄化槽の改善に関す

る情報提供等を行った。 

    研修内容 

ブロワの維持管理について 
株式会社テクノ高槻 

安永エアポンプ株式会社 

浄化槽システムの脱炭素化推進事業 

環境保全協会事務局 レベル０対応後の次回検査時の状況 

浄化槽に流入する物質の性状と処理への影響 

④ 保守点検業者に所属する浄化槽管理士に受講が義務付けられている浄化槽管

理士研修会を７月１８日に姶良市で、１０月８日に鹿児島市で、１１月２６日

には離島向けにＷｅｂにて開催した。 

研修内容 

鹿児島県の浄化槽行政等について 県生活排水対策室 

効率化検査と早期改善の仕組み 環境保全協会事務局 

浄化槽行政の動向 

日本環境整備教育センター 浄化槽の構造と機能 

保守点検と清掃 

⑤ 日本環境整備教育センターが主催する浄化槽管理士資格取得のための浄化

槽管理士講習を１１月５日～１７日（１３日間）鹿児島市で開催し、５８名が

受講した。 



2) 浄化槽に関する調査研究、相談及び助言 

【事業計画】 

① 浄化槽関係業者、市町村等行政及び県民からの浄化槽に関する質問や技術的

相談に対応し、浄化槽の普及及び適正化の推進を図る。 

② 浄化槽を取り巻く課題について調査研究し、関係機関等と協議しながら、浄

化槽の普及及び適正化に向けた取り組みを推進する。 

 

【結果報告】 

① 会員や市町村等からの浄化槽の人員算定や工事、法定検査等に関する各種相

談・問い合わせ等に対して、技術的な助言や説明を行った。 

      相 談 者  

相 談 内 容 

業 界 

関係者 

行 政 

関係者 

一般住民 

その他 
合 計 

人員算定に関すること 28 19 0 47 

浄化槽工事等に関すること 37 13 1 51 

手続き等に関すること 5 1 0 6 

その他 3 3 2 8 

合      計 73 36 3 112 

② 各種課題について調査研究し、浄化槽維持管理技術研修会などの研修会にお

いて発表・講演を行った。 

  なお、「浄化槽の整備による周辺水環境の水質改善」に係る研究は、日本環

境整備教育センターの浄化槽研究奨励・楠本賞最優秀賞を受賞した。 

 

3) 浄化槽関係業者の指導育成 

【事業計画】 

浄化槽に関する県民等からの問い合わせや苦情に対応し、必要に応じて浄化槽

関係業者を指導し育成を図る。 

 

【結果報告】 

   県民等からの問い合わせや苦情に対応する中で、特に指導を要するようなもの

はなかった。 

 

 

 



4) 関係行政機関及び関係団体との連携 

【事業計画】 

① 鹿児島県浄化槽推進市町村協議会と連携して、県及び県選出国会議員に浄化

槽関連予算の確保や浄化槽の維持管理助成制度の拡充等の要望を行う。 

② 支部と連携して、市町村に合併処理浄化槽への転換促進や浄化槽の維持管理

助成制度の拡充等の要望を行う。 

③ 鹿児島県浄化槽推進市町村協議会の事務局を担当し、市町村における浄化槽

の整備推進や適正化に関する協議を行うとともに、浄化槽担当者研修会を開催

し、浄化槽による生活排水対策の推進を支援する。 

④ 市町村における浄化槽設置整備事業及び公共浄化槽等整備推進事業を支援

する。 

⑤ 環境省の「浄化槽システムの脱炭素化推進事業」について、補助制度や事

業の効果等を浄化槽設置者へ周知するとともに、申請手続きの支援を行い、

事業の推進を図る。 

 

【結果報告】 

① 県知事及び県選出国会議員に対し、鹿児島県浄化槽推進市町村協議会と共同

で浄化槽の普及促進についての要望を行った。 

⚫ 県選出国会議員への要望 

要 望 日 令和６年７月２４日 

要 望 者 松里理事長、栗脇副理事長、吉松専務理事、木佐貫事務局長 

（市町村協議会常任理事) 

要望内容 

 

 

 

 

 

⑴ 浄化槽整備事業の予算額の確保 

⑵ 浄化槽の維持管理負担軽減事業の要件緩和 

⑶ 法定検査手数料に対する助成制度の創設 



⚫ 県知事への要望 

要 望 日 令和６年１１月１８日 

要 望 者 松里理事長、吉村副理事長、橋元副理事長、神宮司理事、吉松専 

務理事、木佐貫事務局長（市町村協議会常任理事） 

要望内容 

 

 

 

 

 

 

② 市町村長に対し支部と連携して、浄化槽普及促進に関する要望を行った。 

⚫ 市町村長への要望 

要 望 日 令和６年１２月～令和７年３月 

要 望 者 各支部長等 

要望内容  

 

 

 

 

 

 

⑴ 浄化槽整備事業予算額の確保 

⑵ 浄化槽設置整備事業及び維持管理負担軽減事業等への助成 

⑶ 浄化槽の維持管理負担軽減事業に対する助成制度の拡充 

⑷ 法定検査手数料に対する助成制度の創設 

⑸ 課題解決に向けた法定協議会の設置 

⑹ 県所有単独処理浄化槽の積極的な合併処理浄化槽への転換 

主な内容 

⑴ 浄化槽整備事業予算額の確保 

⑵ 浄化槽設置整備事業における助成対象の拡充 

⑶ 浄化槽の維持管理負担軽減事業等の導入及び要件緩和 

⑷ 法定検査手数料に対する助成制度の創設 

⑸ 課題解決に向けた法定協議会の設置 

⑹ 市町村所有単独処理浄化槽の積極的な合併処理浄化槽への転換 



要望実績   

③ 鹿児島県浄化槽推進市町村協議会主催の浄化槽行政職員研修会が６月２５

日に鹿児島市（一部オンライン）で開催され、県及び当協会職員が講師を務め

た。研修会には市町村及び県の地域振興局から５３名が参加した。 

  研修内容 

鹿児島県の浄化槽行政等について 県生活排水対策室 

浄化槽の基礎知識について  

環境保全協会事務局 法定検査について 

浄化槽システムの脱炭素化推進事業について 

④ 環境省の「長寿命化計画に基づく改築への助成」や「維持管理に対する助成」

について、市町村や会員に情報提供を行った。 

⑤ 環境省の「浄化槽システムの脱炭素化推進事業」について、補助対象の浄化

槽管理者へ周知を行うとともに、申請手続きや書類作成等について助言し、事

業の推進に努めた。 

令和６年度実績 

 事業件数 補助金額 

機器改修事業 ４件 ３，０４１，０００円 

本体交換事業 ５件 ６３，５７５，０００円 

合 計 ９件 ６６，６１６，０００円 

支部 市町村名 要望日 支部 市町村名 要望日

鹿児島市支部 鹿児島市 3月18日 鹿屋市 1月14日

指宿支部 指宿市 12月18日 垂水市 1月14日

枕崎市 (郵送)2月28日 東串良町 (郵送)1月22日

南さつま市 (郵送)2月28日 錦江町 1月10日

南九州市 (郵送)2月28日 肝付町 1月10日

いちき串木野市 12月6日 南大隅町 1月10日

日置市 12月6日 西之表市 1月15日

三島村 3月21日 中種子町 2月26日

十島村 3月21日 南種子町 1月15日

川薩支部 薩摩川内市 (郵送)2月28日 屋久島支部 屋久島町 3月5日

祁答院支部 さつま町 2月27日 奄美市 1月23日

出水市 (郵送)2月20日 大和村 1月23日

阿久根市 (郵送)2月20日 宇検村 1月23日

長島町 (郵送)2月20日 瀬戸内町 1月23日

伊佐支部 伊佐市 1月17日 龍郷町 1月23日

姶良支部 姶良市 12月23日 喜界町 (郵送)2月20日

霧島市 12月13日 徳之島町 1月27日

湧水町 (郵送)2月28日 天城町 1月27日

曽於市 1月22日 伊仙町 1月27日

志布志市 1月22日 和泊町 (郵送)2月20日

大崎町 1月22日 知名町 (郵送)2月20日

与論町 (郵送)2月20日

隼人支部

徳之島支部
曽於支部

肝属支部
南薩支部

日置支部
種子島支部

奄美支部
出水支部



5) その他の事業 

【事業計画】 

県との災害時支援協定に基づき、本県における大規模災害発生時に浄化槽の点

検・復旧等に関する支援を行うとともに、昨今の災害状況を踏まえた支援につい

て検討する。 

 

【結果報告】 

７月３１日に開催された県災害廃棄物対策連絡会議において、県及び関係団

体とともに直近の災害事例に基づく課題の共有と災害発生時の協定の確認を行っ

た。 

また、３月２４日に開催された災害廃棄物に係るエリア別会議（鹿児島・日

置・北薩・曽於地区）において、行政機関及び関係団体と災害廃棄物に関する意

見交換等を行った。 

 

 

３ 浄化槽機能保証事業（公益目的事業３） 

【事業計画】 

浄化槽に機能異常が発生した場合に、設置者保護の観点から必要に応じた措

置を確保するため、全国浄化槽団体連合会で制度化されている「浄化槽機能保証

制度」を推進し、浄化槽に対する県民の信頼と安心・安全の確保を図る。 

 

【結果報告】 

令和６年度の登録基数は、２，０６８基（対前年度比３２４基減）であった。 

保証申立が２件あり、今後事務局での事前審査を行ったうえで、機能保証制度

審査委員会を開催することとしている。 

 

 



４ 主要な会議等 

 (1) 理事会 

令和６年４月18日(書面) 第1回 (1) 評議員会の招集の件 

令和６年５月23日 

 

 

 

 

 

 

第2回 

定時 

 

 

 

 

 

(1) 令和５年度事業報告及び計算書類等承認の件 

(2) 評議員会招集の件 

【報告事項】 

  ① 代表理事及び業務執行理事の職務執行状況

の報告について 

 ② 「浄化槽維持管理システム更新」の発注先等

について 

  ③ 会員総会の開催について 

  ④ 会員の状況について 

令和６年７月24日(書面) 第3回 (1) 評議員会の招集の件 

令和６年９月18日(書面) 第4回 (1) 評議員会の招集の件 

令和６年９月30日(書面) 第5回 (1) 副理事長及び代表理事選定の件 

令和６年11月28日 第6回 (1) 理事長の職務代行順序の件 

【報告事項】 

 ① 代表理事及び業務執行理事の職務執行状況

の報告(令和６年度業務執行状況の中間報告) 

② 県選出国会議員及び県知事、市町村長への要

望について 

令和７年３月26日 第7回 

定時 

(1) 令和７年度事業計画・収支予算(案)承認の件 

(2) 職員給与規程等の改正の件 

(3) 役員及び評議員の報酬等並びに費用に関する

規程の改正の件 

(4) 重要な職員の承認の件 

【報告事項】 

 ① 公益法人検査について 

② 鹿児島県浄化槽協議会の開催について 

 

 (2) 評議員会 

令和６年４月26日(書面) 第1回 (1) 理事及び監事、評議員選任の件 

令和６年６月26日 

 

 

 

第2回 

定時 

 

 

 

(1) 評議員会会長の選定の件 

(2) 令和５年度事業報告及び計算書類等承認の件 

(3) 役員及び評議員の報酬並びに費用に関する 

規程及び細則の改正の件 

【報告事項】 

  ① 令和６年度事業計画及び収支予算について 

  ② 令和６年度会員総会の開催について 

 ③ 会員の状況について 



令和６年８月１日(書面) 第3回 (1) 理事選任の件 

令和６年９月25日(書面) 第4回 (1) 理事及び評議員選任の件 

 

 (3) 監事監査 

令和６年５月13日 令和５年度事業報告及び計算書類等について 

令和６年10月４日 業務監査 

令和７年１月28日 業務監査 

 

 (4) 代議員会 

令和６年７月31日 

 

 

 

 

 

第1回 

 

 

 

 

 

(1) 代議員長、副代議員長の選出について 

(2) 新入会員の承認について 

【報告事項】 

① 令和５年度事業報告及び決算について 

② 県及び県選出国会議員、市町村への要望につ

いて 

③ 会員の若手事業従事者（従業員）表彰の新設

について 

④ 支部研修会について 

 ⑤ 入会勧奨リーフレットの配布について 

令和６年11月28日 第2回 (1) 会員数確保のための方策について 

【その他】 

 ① 市町村長への要望について 

 ② 会員名簿の協会ホームページ掲載について 

③ 若手事業従事者（従業員）表彰について 

令和７年３月11日 第3回 (1) 令和７年度事業計画・収支予算（案）について 

(2) 新入会員の承認について 

【その他】 

 ① 市町村長への要望について 

 ② 第１回鹿児島県浄化槽協議会について  

 ③ 令和７年度 環境省浄化槽推進関係予算（案）

の概要について  

 ④ 令和７年度会員総会の開催予定について  

 ⑤ 令和７年度会員総会における理事長表彰候補

者の推薦について  

 

 

 

 

 

 



 (5) 各委員会等 

  （総務企画委員会） 

令和６年６月25日 第1回 (1) 令和６年度第１回代議員会及び会員総会の開

催について 

(2) 令和６年度理事長表彰者の決定について 

(3) 会員の若手事業従事者（従業員）表彰の新設に

ついて 

(4) 国会議員、県、市町村への要望について 

(5) 会員の休業時の会員資格について 

(6) 入会勧奨パンフレット（案）について 

(7) 設立５０周年事業（令和８年度）について 

令和６年10月31日(書面) 第2回 (1) 総務企画委員会副委員長の選定について 

令和７年３月11日 第3回 (1) 全浄連会長表彰、環境省環境再生・資源循環局

長表彰候補者について 

  

 （製造委員会） 

令和６年５月16日 

 

第1回 

 

(1) 型式ごとの法定検査結果について 

(2) 浄化槽システムの脱炭素化推進事業について 

 

  （工事委員会） 

令和６年９月４日 

 

第1回 

 

(1) 副委員長の選定について 

(2) 支柱省略工事における繊維補強底板の使用に 

ついて 

(3) 協会ＰＣ底版設計基準に適合しない底版の使 

用について 

令和６年11月28日 第2回 (1) 支柱省略工事における繊維補強底板の使用に

ついて 

(2) 協会ＰＣ底版設計基準（非駐車場型）の一部変

更について 

 

  （管理委員会） 

令和６年９月13日 

 

第1回 

 

(1) 副委員長の選定について 

(2) 対応レベル０発生率の低減策について 

令和７年２月19日 第2回 (1) 令和７・８年度管理賦課金について 

【その他】 

 ①令和７年度の各種研修会開催予定について 

 

 

 

 



（浄化槽効率化検査精度管理委員会） 

令和７年３月26日(書面) 第1回 (1) 効率化検査の進捗状況について 

(2) 不適正浄化槽等に対する改善状況について 

(3) 受検拒否者の対応について 

 

 (6) 会員総会 

令和６年７月31日 表彰 

【報告事項】 

(1) 令和５年度事業報告及び決算について 

(2) 令和６年度事業計画及び予算について 

 

 (7) 支部総会 

令和６年４月19日 姶良支部総会 

令和６年４月25日 日置支部総会 

令和６年４月26日 隼人支部総会 

令和６年４月27日 種子島支部総会 

令和６年５月10日 伊佐支部総会 

令和６年５月17日 奄美支部総会 

令和６年５月18日 徳之島支部総会 

令和６年５月21日 川薩支部総会 

令和６年５月22日 出水支部総会 

令和６年５月24日 鹿児島市支部総会 

令和６年５月28日 祁答院支部総会 

令和６年５月28日 屋久島支部総会 

令和６年６月６日 肝属支部総会 

令和６年６月12日 指宿支部総会 

令和６年６月14日 南薩支部総会 

令和６年６月27日 曽於支部総会 

 

(8) 支部研修会・講習会 

令和６年９月20日 伊佐・姶良・隼人３支部合同研修会 

令和６年11月19日 鹿児島市支部浄化槽管理士研修会 

令和６年11月21日 指宿支部研修会 

令和６年12月６日 日置支部研修会 

令和７年１月24日 奄美支部研修会 

令和７年２月７日 出水支部研修会 

 

 

 



 (9) 全浄連・指定検査機関関係 

令和６年４月23日 全浄連評議員会（テレビ会議：栗脇副理事長） 

(1) 2024年度事業計画について 

(2) 2024年度予算について 

(3) 副会長、常務理事の選定について 

(4) 能登半島地震『見舞金』についてのご報告 

(5) 特定資産の運用について 

(6) 全浄連ホームページリニューアルについて 

(7) 能登半島地震の復興に向けた再建策提言書について 

令和６年６月14日 全浄連九州地区協議会総会･九州地区指定検査機関協議会総会 

（開催地：福岡 栗脇副理事長、吉松専務理事、木佐貫事務局

長、大町検査部長） 

(1) 令和５年度事業報告について 

(2) 令和５年度収支決算報告・監査報告について 

(3) 令和６年度事業計画（案）について 

(4) 令和６年度収支予算（案）について 

(5) 令和６年度役員改選について 

令和６年６月28日 全浄連通常総会 

（開催地：東京 吉松専務理事、木佐貫事務局長） 

(1) 2023年度事業報告及び収支決算について 

(2) 全浄連第１２回定時総会決議（案）について 

(3) 役員（理事・監事）の選任について 

【報告事項】 

  ① 2024年度事業計画及び収支予算について 

 ② 浄化槽ビジョン2024について 

令和６年９月６日 全浄連九州地区協議会・九州地区指定検査機関協議会合同事務

局長会議 

（開催地：福岡 木佐貫事務局長、右田総務部長） 

(1) 九州地区浄化槽指定検査機関協議会の規約改正について 

(2) 九地協・九指協の総会終了後の各代表者による意見交換の

実施について 

令和６年10月18日 全浄連四国地区協議会「第１回浄化槽四国合同セミナー」 

（開催地：香川 木佐貫事務局長） 

(1) 浄化槽行政の現状と課題 

(2) 特定既存単独処理浄化槽の転換に向けた鹿児島県の取組 

について 

令和７年２月25日 

26日 

全浄連会員団体事務局長等会議 

（開催地：東京 木佐貫事務局長、大町検査部長） 

(1) 最近の浄化槽行政の動向 

(2) 令和７年度浄化槽管理士・浄化槽設備士の国家試験・講習



等について  

(3) 「浄化槽ビジョンの報告とこれからの課題」について 

(4) 「能登震災対応報告」について 

令和７年２月26日 浄化槽の維持管理向上等に関する全国会議 

（開催地：東京 木佐貫事務局長、大町検査部長） 

(1) 特定既存単独処理浄化槽の判定について 

(2) 浄化槽の維持管理情報収集・活用に関するデジタル化事例

集について 

(3) 浄化槽管理者への維持管理に関する指導・助言マニュアル

について 

 

 (10) 講習会・研修会の開催 

      ① 浄化槽設備士試験準備講習会 

令和６年６月17日 

18日 

・会員、会員外問わず、浄化槽の設備士（国家試験）の受験

者を支援するための準備講習会 （受講者：２２名） 

 

      ② 浄化槽維持管理技術研修会  

令和６年９月６日 

 

 

 

・会員の浄化槽管理士を対象に維持管理技術の向上を目的と

した研修会 （参加者：２３１名） 

(1) ブロワの維持管理について 

(2) 浄化槽システムの脱炭素化推進事業について 

(3) レベル０対応後の次回検査時の状況 

(4) 浄化槽に流入する物質の性状と処理への影響について 

 

③ 保守点検業の登録更新に係る浄化槽管理士研修会 

令和６年７月18日 ・浄化槽法の改正に伴い、保守点検業に登録する浄化槽管理

士に登録期間内に１回以上の受講が義務付けられた研修会 令和６年10月８日 

令和６年11月26日 

 

      ④ 保守点検業者に対する研修会 

日 程 保守点検業者等 参加者 

令和６年６月６日 ㈱浜口設備研修会 1人 

令和６年６月28日 ㈲枕崎清掃社研修会 13人 

令和６年７月26日 ㈲南薩東京社研修会 33人 

令和６年７月31日 ㈲庵地衛生センター研修会 32人 

令和６年８月23日 姶良衛生㈲研修会 40人 

令和６年10月４日 大隅衛生グループ研修会 66人 

令和６年10月７日 ㈲サニタリー研修会 11人 

令和６年10月30日 ㈲庵地衛生センター研修会 32人 



令和６年11月１日 ㈲大口・伊佐清掃社研修会 26人 

令和６年11月15日 ㈲あさくま浄化槽メンテナンス 6人 

令和６年11月29日 ㈲長島衛生クリーンセンター 2人 

 

⑤ 新入社員のための浄化槽の基礎知識研修会 

令和６年４月18日 ・浄化槽の製造・工事・管理の各事業所における新入社員や

配置転換等により新たに浄化槽に関わる業務に従事すること

となった従業員等を対象とした浄化槽の基礎知識に関する研

修会（参加者：６３名） 

 

 (11)  職員研修会 

令和６年４月１日 

２日 

第１回職員研修会：環境保全協会研修室 

令和６年８月９日 第２回職員研修会：環境保全協会研修室 

令和６年９月12日 

13日 

四国地区検査員研修会：開催地愛媛県（参加者：４名） 

令和６年10月30日 全国浄化槽技術研究集会：開催地長崎県（参加者：８名） 

令和６年11月22日 九州地区検査員研修会：開催地熊本県（参加者：１５名） 

令和６年12月26日 

27日 

第３回職員研修会：環境保全協会研修室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(参考) 鹿児島県浄化槽推進市町村協議会関係   

令和６年６月24日 会計及び業務監査 (霧島市長) 

令和６年６月25日 

 

 

 

浄化槽行政職員研修会（５３名） 

(1) 鹿児島県の浄化槽行政等について 

(2) 浄化槽の基礎知識について 

(3) 法定検査について 

令和６年６月28日 会計及び業務監査 (薩摩川内市長) 

令和６年７月２日 

 

 

 

第１回運営委員会 

(1) 令和６年度通常総会に付議する議案について 

(2) 令和６年度浄化槽整備に関する県及び県選出国会議員へ

の要望について 

令和６年７月４日 全国事務局長会議（右田事務局長） 

令和６年７月９日 第１回理事会 

(1) 令和６年度通常総会に提出する議案について 

令和６年７月９日 

 

 

通常総会 

(1) 令和５年度事業報告及び収支決算について 

(2) 令和６年度事業計画（案）及び収支予算（案）について 

【情報提供】 

① 鹿児島県の浄化槽行政と最近の話題 

② 浄化槽の整備による周辺水環境の水質改善 

令和６年９月６日 

 

第２回運営委員会（書面決議） 

(1) 令和７年度市町村負担金に係る調整率の決定について 

(2) 新型コロナウイルス感染症の影響により生じた令和５年

度不用額の令和７年度市町村会費及び負担金への反映（

減額）について 

令和６年11月21日 全浄協総会（右田事務局長） 

令和７年１月10日 研修視察：人吉市「汚泥再生処理センター」 

第３回運営委員会 

(1) 会長の選出方法について 

(2) 会則の一部改正について 

(3) 令和７年度事業計画（案）及び収支予算（案）について 

 



･                                      ･ 

 

５ 事業報告の付属明細書について 

 

令和６年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」

第３４条第３項に規定する付属明細書に記載すべき「事業報告の内容を補足する重要

な事項」が存在しないので作成していません。 


